
【様式第１号】

貸借対照表
（令和 7年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 19,648,488,792 固定負債 10,590,325,512 

有形固定資産 17,285,015,783 地方債 10,590,325,512 
事業用資産 16,784,218,480 長期未払金 - 

土地 862,928,020 退職手当引当金 - 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 26,771,715,390 その他 - 
建物減価償却累計額 △ 12,139,997,383 流動負債 725,662,480 
工作物 2,764,529,742 １年内償還予定地方債 613,763,435 
工作物減価償却累計額 △ 1,515,600,089 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 111,899,045 
航空機 - 預り金 - 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 11,315,987,992 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 40,642,800 固定資産等形成分 19,648,488,792 

インフラ資産 280,854,666 余剰分（不足分） △ 11,214,836,731 
土地 - 
建物 - 
建物減価償却累計額 - 
工作物 1,204,584,319 
工作物減価償却累計額 △ 923,729,653 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 - 

物品 1,133,120,197 
物品減価償却累計額 △ 913,177,560 

無形固定資産 - 
ソフトウェア - 
その他 - 

投資その他の資産 2,363,473,009 
投資及び出資金 - 

有価証券 - 
出資金 - 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 - 
長期貸付金 - 
基金 2,363,473,009 

減債基金 - 
その他 2,363,473,009 

その他 - 
徴収不能引当金 - 

流動資産 101,151,261 
現金預金 89,993,235 
未収金 11,158,026 
短期貸付金 - 
基金 - 

財政調整基金 - 
減債基金 - 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 - 8,433,652,061 

19,749,640,053 19,749,640,053 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

宇城広域連合



【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 3,746,194,437 

業務費用 3,497,339,299 

人件費 1,456,395,289 

職員給与費 1,305,233,944 

賞与等引当金繰入額 111,899,045 

退職手当引当金繰入額 - 

その他 39,262,300 

物件費等 1,957,281,449 

物件費 826,735,024 

維持補修費 71,688,779 

減価償却費 1,058,857,646 

その他 - 

その他の業務費用 83,662,561 

支払利息 78,201,873 

徴収不能引当金繰入額 - 

その他 5,460,688 

移転費用 248,855,138 

補助金等 149,492,038 

社会保障給付 - 

他会計への繰出金 - 

その他 99,363,100 

経常収益 359,618,660 

使用料及び手数料 230,129,579 

その他 129,489,081 

純経常行政コスト 3,386,575,777 

臨時損失 294,392,982 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 294,392,982 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 - 

資産売却益 - 

その他 - 

純行政コスト 3,680,968,759 

科目

宇城広域連合



【様式第３号】

純資産変動計算書
自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 9,275,771,703 20,663,498,544 △ 11,387,726,841 

純行政コスト（△） △ 3,680,968,759 △ 3,680,968,759 

財源 2,860,936,800 2,860,936,800 

税収等 2,746,253,800 2,746,253,800 

国県等補助金 114,683,000 114,683,000 

本年度差額 △ 820,031,959 △ 820,031,959 

固定資産等の変動（内部変動） △ 992,922,069 992,922,069 

有形固定資産等の増加 127,284,751 △ 127,284,751 

有形固定資産等の減少 △ 1,058,857,647 1,058,857,647 

貸付金・基金等の増加 13,850,528 △ 13,850,528 

貸付金・基金等の減少 △ 75,199,701 75,199,701 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 △ 22,087,683 △ 22,087,683 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 △ 842,119,642 △ 1,015,009,752 172,890,110 

本年度末純資産残高 8,433,652,061 19,648,488,792 △ 11,214,836,731 

科目 合計

宇城広域連合



【様式第４号】

資金収支計算書
自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 2,630,152,815 

業務費用支出 2,381,297,677 
人件費支出 1,399,211,313 
物件費等支出 898,423,803 
支払利息支出 78,201,873 
その他の支出 5,460,688 

移転費用支出 248,855,138 
補助金等支出 149,492,038 
社会保障給付支出 - 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 99,363,100 

業務収入 3,083,713,906 
税収等収入 2,736,253,800 
国県等補助金収入 2,850,000 
使用料及び手数料収入 220,263,989 
その他の収入 124,346,117 

臨時支出 294,392,981 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 294,392,981 

臨時収入 - 
業務活動収支 159,168,110 
【投資活動収支】

投資活動支出 141,135,279 
公共施設等整備費支出 127,284,751 
基金積立金支出 13,850,528 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 - 
その他の支出 - 

投資活動収入 150,392,229 
国県等補助金収入 111,833,000 
基金取崩収入 24,708,701 
貸付金元金回収収入 - 
資産売却収入 - 
その他の収入 13,850,528 

投資活動収支 9,256,950 
【財務活動収支】

財務活動支出 413,864,847 
地方債償還支出 413,864,847 
その他の支出 - 

財務活動収入 231,000,000 
地方債発行収入 231,000,000 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 182,864,847 
本年度資金収支額 △ 14,439,787 
前年度末資金残高 104,433,022 
本年度末資金残高 89,993,235 

前年度末歳計外現金残高 186,710 
本年度歳計外現金増減額 △ 186,710 
本年度末歳計外現金残高 - 
本年度末現金預金残高 89,993,235 

科目

宇城広域連合



1　重要な会計方針
(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

  原則として取得原価により計上しています。ただし、道路及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なもの及び無償で移管を受けたものは備忘価額1円としています。なお、行政サービス
の提供能力が著しく減少した場合等は、相当の減額を行った後の価額で計上しています。また、物品は「宇城広域連合物品管理規則」に基づき、車両もしくは取得価額が50万円以上の重
要物品等を計上しています。

(2)　有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産
  定額法を採用しています。
② 無形固定資産
  定額法を採用しています。

(3)　引当金の計上基準及び算定方法
① 賞与等引当金
　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当とそれらに係る法定福利費相当額のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。
② 退職手当引当金
　本年度末に特別職を除く全職員（本年度末退職者を除く。）が普通退職した場合の退職手当を簡便法により勤務年数ごとに職員数×平均棒給月額×退職手当の支給率で算定していま
す。

(4)　資金収支計算書における資金の範囲
　現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等物（出納整理期間中の取引により発生する資金の受払い等）を資金の範囲としています。

(5)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税及び地方消費税の会計処理
　税込方式としています。

2　重要な会計方針の変更等
(1)　会計方針の変更

　重要な会計方針の変更等はありません。

3　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）
(1)　対象範囲

　一般会計及び宇城ふるさと市町村圏基金特別会計を対象としています。

(2)　一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
　一般会計等は、普通会計（一般会計及び宇城ふるさと市町村圏基金特別会計）の対象範囲と同様です。

(3)　出納整理期間について
　地方自治法第235条の5の規定より、出納整理期間が設けられています。出納整理期間（令和7年4月1日～令和7年5月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度
末の計数としています。

(4)　繰越事業に係る将来の支出予定額
　一般会計に係る繰越明許事業の総額　・・・・・・・・・・・・・・　50,941,000円

(5)　その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
ア 退職手当組合に加入しており、退職手当組合の積立額が退職手当債務を超過しているため、貸借対照表の「基金（その他）」に退職手当組合積立金として、1,075,021,000円を計上し
ています。
　 算定式：組合への加入時以降の負担金累計額－既に職員に対し退職手当として支給された額の総額＋組合における積立金額の運用益のうち当連合へ按分される額－退職手当債務
イ 退職手当組合への負担金は、行政コスト計算書の「移転費用・補助金等」として計上しています。

4　追加情報（貸借対照表に係るもの）
(1)　売却可能資産

　該当する資産はありません。

5　追加情報（純資産変動計算書に係るもの）
(1)　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 固定資産等形成分
　資産形成のために充当した財源の蓄積をいい、固定資産の額に流動資産における基金を加えた額を計上しています。
② 余剰分（不足分）
　費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいい、純資産合計額から固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

6　追加情報（資金収支計算書に係るもの）
(1)　基礎的財政収支

　業務活動収支（支払利息支出を除く。）・・・・・・・・・・・・・　　  237,369,983円
　投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。）・・・・　　　△1,601,223円
　基礎的財政収支　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  　　235,768,760円

(2)　既存の決算情報との関連性
　ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識しています。

(3)　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
資金収支計算書の業務活動収支　・・・・・・・・・・・・・・・・・　　　159,168,110円
　投資活動収入の国県等補助金収入　・・・・・・・・・・・・・・・　　　111,833,000円
　投資活動収入のその他の収入　・・・・・・・・・・・・・・・・・　　 　13,850,528円
　減価償却費　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　△1,058,857,646円
　賞与等引当金繰入額の増減額　・・・・・・・・・・・・・・・・・　 　 △6,692,976円
　固定資産除売却損益　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　            △1円
　本年度退職手当組合積立金＞退職手当引当金　・・・・・・・・・・　　1,075,021,000円
　前年度退職手当組合積立金＞退職手当引当金　・・・・・・・・・・　△1,125,512,000円
　未収金の増減額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　 　11,158,026円
純資産変動計算書の本年度差額  ・・・・・・・・・・・・・・・・・　　△820,031,959円

(4)　一時借入金
　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
 ▶ 一時借入金の限度額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　1,500,000,000円
 ▶ 一時借入金に係る利子額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　　　　152,876円

(5)　重要な非資金取引
　該当する事象はありません。

注記

宇城広域連合


